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三菱総合研究所

【要　旨】
公的研究機関には、研究活動以外にも様々な役割が認識されている。一方、公的研究機関

は急激な外部環境の変化に直面しており、これらに対処するため、産業との連携強化、国際
化、人材の確保・育成や組織体制の改善などの取り組みが進められている。
公的研究機関の設置形態や国との関係は様々である。アメリカでは連邦政府直轄の研究機

関と非政府機関に運営が委託されたFFRDCの2重構造となっている。ドイツでは多数の研究
機関が、マックス・プランク学術振興協会を始めとした研究組織の傘下として存在し、研究
組織全体として高い自律性を持った運営がなされている。フランスでは公的研究機関の多く
が公施設法人と呼ばれる形態で存在しており、その中でも国立科学研究センターが突出して
大規模であること、同センターが国内の大学やグランゼコール内に設置した多数のリサー
チ・ユニットによる分散型の機関運営を実施していることに特徴がある。

Ⅰ　公的研究機関が担う主な役割

公的研究機関は、1960年代まで国策レベルとしての重点領域に従って盛んに設置され、その
規模を大きく拡大してきた。その後、応用研究や研究成果の利用者（産業界など）との関係が
重視されるに従って公的研究機関の役割が問い直されることとなり、1970年代から1980年代に
かけてその規模拡大は終了を迎えた(1)。しかしその後も、公的研究は幅広い産業分野に重要な
影響を与えており、依然として各国研究開発において重要な役割を担っている。現在において
も、公的研究機関の役割として、以下のようなものが認識されている。

1　安全保障、国防研究

第2次世界大戦や冷戦を契機に、科学技術の重要性が高まったことで、国防研究などに対す
る公的な研究支援体制がこれまで構築されてきた(2)。近年のアメリカにおいては連邦政府によ
る研究開発予算の内、国防関連が6割近くに達するなど(3)、国防に関連した公的研究機関の存
在は大きい。また、こうした国防研究による民間への技術波及効果や、安全保障に関わる外交
政策研究、インテリジェンス、貿易管理といった側面においても、公的研究機関は大きな役割
を担っている。

(1) “Public Research Institutions: Mapping Sector Trends”, OECD, 2011, p. 19.
(2) Philipp Gummett, “Scientists in Whitehall” Manchester University Press, 1980, pp.22‒26.
 Philippe Mustar and Philippe Laredo “Innovation and Research Policy in France （1980-2000） or the disappearance 

of the Colbertist state”, pp. 4-8. <http://www.melissa.ens-cachan.fr/IMG/pdf/french_rip_2002.pdf> [last accessed:  
2011/10/28]

 Markus Winnes / Uwe Schimank, “European Comparison of Public Research Systems ‒ National Report:  Federal 
Republic of Germany“, Max Planck-Institute for the Study of Societies, May 1999, p. 27‒38. 

 <http://www.mpifg.de/berichte/NationalReport.pdf> [accessed:  2011/10/28]
(3) AAAS, FY 2012 Congressional Action on R&D by Agency <http://www.aaas.org/spp/rd/fy2012/total12c.pdf> [last 

accessed: 2012/1/19]
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2　法律・規制の設定・改善

国民の安全や保健・衛生などに関係する法律・規制を合理的・科学的に設定・規制するため
の研究は、社会全体の利益を考慮しながら公平な立場で実施する必要があるため、公的研究機
関の重要な役割として認識されている。

3　事業化・イノベーションへ向けた橋渡し研究、技術移転

研究開発が事業化・イノベーション創出にまで至る過程には、必要なリソース（資金、人材、

施設など）の不足や競合他社との競争など、様々な困難やリスクが存在する。これらを産業界
のみで負担することは困難となっており、公的研究機関が市場・産業を意識した研究開発（例

えば共同・受託研究など）や技術移転（例えば特許の実施許諾など）を通じてそのリスクを一部負
担・低減することで、科学技術と産業の「橋渡し」役を担う重要性が高まっている。

4　研究開発基盤（大型施設・設備、情報、資源など）の管理・運営・提供

大規模な実験施設・設備を個々の研究機関が単独で保有することは困難であり、その効率的
な利用を促進する観点から、大規模施設・設備を管理・運営および他研究機関への提供が公的
研究機関の役割として認識されている。その他にも、計量標準や生物サンプルなど研究や産業
の基盤となる公共財的な情報や資源の管理についても公的研究機関の役割として認識されて
いる。

5　学術研究、基礎研究

短期間での事業化につながらない学術研究や基礎研究は、産業界が自ら積極的に実施するこ
とは難しい。また、最先端の学術論文とは結びつきにくい成熟した科学技術分野においては、
大学においても研究の維持が難しい場合がある。こうした研究の維持においては、ミッション
を明確化した公的研究機関の役割が大きい。

6　研究開発のハブ・拠点

科学技術の高度化やグローバル化が進む現在においては、多くの関係機関が協力してイノ
ベーションを推進することが必要である。公的研究機関には、自らが有する研究水準や先端的
な施設・設備を活用しながら、こうした研究開発の拠点として機能することが期待されている。

7　研究開発人材育成（博士課程学生の指導、ポスドクの雇用・育成など）

特定のミッションを担う人材や産業・大学の間で橋渡しを担う人材など、大学では困難な人
材育成や、ポスドクの雇用・活躍の場として、公的研究機関の役割が認識されている。
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Ⅱ　公的研究機関における近年の動向と変化

依然として多くの役割を担っている公的研究機関であるが、科学技術の複雑化・高度化やグ
ローバル化など外部環境の変化に伴って、様々な面で変化しつつある。以下では、各国で見ら
れる公的研究機関や機関を取り巻く環境の変化について整理する。

1　公的研究機関の構造

公的研究機関の構造として、統合、再編、研究グループの規模拡大といった変化が見られ、
運営面においても独立性、自由裁量、柔軟性の導入が進められている。こうした取り組みは、
産業との連携や国際連携の推進や政府からの運営費の削減などに伴って、各機関の戦略・方向
性が変化していることなどが影響している(4)。

2　組織体制

各公的研究機関の組織体制は、個別の機関や設置国により異なっており、多様である。
変化としては、企業的な組織体制の導入のほか、意思決定組織の新設、監督機能の再編を実

施した機関が多数存在している。今後は、環境の変化に対応しつつ、組織内の各レベルで利害
関係者からの意見などを効果的に反映させ、目的を達成するための最適な体制を構築すること
が必要となる。

3　ファンディング構造

各国とも概ね、政府からの基盤的な研究資金配分に代わって、競争的な研究資金や産業から
の資金、海外からの資金について増加傾向が見られる。また基盤的な研究資金配分自体につい
ても、実績評価に基づく配分制度の導入や、契約型の形態への移行といった傾向が見られる国
も存在する。全般的には、競争的資金や民間からの受託研究による収入は増加し、基盤的資金
は減少または横ばいという傾向が見られるものの、国によっては科学基盤の強化を目的に公的
研究機関への資金配分増加も見られる。資金源は民間企業や海外などからといったように多様
化する傾向にある。

こうしたファンディング構造の変化に関しては、一部、懸念も挙げられている。具体的には、
競争の激化、複数の公的研究機関における活動の重複（非効率化）、短期的プロジェクトへの過
度な集中、研究者の雇用不安定化といった問題が指摘されている。

また近年、多くの公的研究機関で研究開発施設・設備への支出が縮小する一方、産業や海外
からの外部資金獲得の必要性に直面している。研究機関が成果を上げるためには研究施設・設
備への適切な投資が重要な条件であり、そのための資金確保が重要であるとも指摘されて
いる。

(4) “Public Research Institutions: Mapping Sector Trends”, OECD, 2011, pp. 85-94.
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4　人材の確保・育成

公的研究機関の方向性、組織体制の変化が、人材の構成にも影響している。人員の規模につ
いては、機関や国によって増加・減少の傾向は異なっている。多くの場合、研究者の割合は増
えているが、技術職や事務職は変化が少ない。人員規模の変化は、機関統合や外部委託の増加
が一部影響しているとも考えられている。また、例えば機関の目標を「国際的な影響力・認知
度の強化」と設定したことで、世界的水準の研究者による研究組織を内部で構築する必要性が
高まった、というように目標設定から人員構成の変化に至った例もある。

人材面での主な課題としては、多くの国・機関で人材の確保の困難が認識されている。外国
人研究者の採用においては、文化、コミュニケーション、家族の転居、子女の教育等の問題が
挙げられている。

OECD諸国では、科学技術関連人材の育成を重点的に行っている傾向が見られ、訓練、流動
性、労働市場の改革が重要と考えられている。ただし人材確保の問題は、人材の絶対的な不足
というよりも、職と人材とのマッチングの問題であるとの指摘もある。国や機関によっては、
女性研究者の活用、研究者への奨励・報奨制度の構築、研究系人材と技術系人材（研究支援人

材など）のバランスなども課題と考えられる。

5　公的研究機関間の連携・国際化

公的研究機関を含む多くの研究機関において、外部機関との連携に関する重要性に意識が高
まっている。連携・国際化への意識の高まりの背景には、知識の高度化・複雑化、研究開発組
織のグローバル化や政策的な後押しなどが挙げられる。

連携方法は多様な形式が見られるが、特に大学や企業など外部機関との研究者交流が重要な
位置を占めている。公的研究機関の研究者による教育活動への参加や、ポスドクの雇用につい
ては増加傾向が見られる。その他にも、機器の相互利用、知的財産権や知識の移転などが行わ
れている。連携の形態も、非公式な交流、定期的な会議、職員の交流、共同論文発表、連携セ
ンターなどがあり、多様である。

Ⅲ　公的研究機関の運営形態

公的研究機関の運営形態は多様であり、各国内の中でも複数の形態が存在する。以下では、
運営形態が特徴的なアメリカ・ドイツ・フランスについて、代表的な公的研究機関の運営形態
について整理する。

1　アメリカ

アメリカの主な公的研究機関としては連邦政府研究所と連邦政府出資研究開発センター
（Federally Funded Research and Development Center: FFRDC）である。連邦政府研究所は省庁直
轄の研究機関でありアメリカ航空宇宙局（National Aeronautics and Space Administration: NASA）
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のセンターや国立衛生研究所（National Institutes of Health: NIH）などが該当する(5)。FFRDCは
政府が出資し、運営は非政府機関（大学や民間非営利団体、民間企業など）に委託された研究機
関である。FFRDCは現在39機関存在し、国防総省管轄が10機関、エネルギー省管轄が16機関
と大きな割合を占めている(6)。FFRDCと類似の形態として政府所有・民間運営のGOCO

（Government Owned Contractor Operated）が存在するが、GOCOに該当する研究機関は全て
FFRDCに含まれている(7)。非政府機関が運営を担うため、連邦政府研究所と比較すれば連邦政
府の関与は小さいが、連邦政府との契約に基づいて管轄省庁が監督・評価にも関わることに
なる。

2　ドイツ

ドイツの公的研究機関は各地方に多数存在しており、そのほとんどが連邦政府と各州政府の
両方から資金を得ている。連邦教育研究省（Bundesministerium für Bildung und Forschung: 

BMBF）の下には230以上の研究機関が設置されており、これらはヘルムホルツ協会ドイツ研
究センター（Helmholtz-Gemeinschaft Deutscher Forschungszentren: HGF）、マックス・プランク
学術振興協会（Max-Planck-Gesellschaft zur Förderung der Wissenschaften e.V.: MPG）、フラウン
ホーファー応用研究促進協会（Fraunhofer-Gesellschaft zur Förderung der angewandten Forschung 

e. V.: FhG）、ゴットフリート・ウィルヘルム・ライプニッツ学術連合（Wissenschaftsgemeinschaft 

Gottfried Wilhelm Leibniz: WGL）の4組織の傘下として存在している。
基礎研究に重点を置く公的研究機関として、マックス・プランク学術振興協会が注目され

(5) National Academy of Engineering, “Technology Transfer Systems in the United States and Germany: Lessons and 
Perspectives”, 1997, pp.124-125. <http://www.nap.edu/openbook.php?record_id=5271&page=124>[last accessed: 
2012/2/6]

(6) National Science Foundation, “Master Government List of Federally Funded R&D Centers （FFRDCs）”
 ＜http://www.nsf.gov/statistics/ff rdclist/start.cfm＞[last accessed: 2012/2/6]
(7) National Academy of Engineering, op,cit., p.125.

表１　アメリカにおける公的研究機関の代表例

機関名 組織形態・法人格
機関規模

（予算・職員数）
研究内容・目的 運営の特徴

アメリカ航空宇
宙局（NASA）

連邦政府研究所 年間予算：約176億
ドル（ 2009年度）
職員数：約18,800人

（2011年1月現在）

前身は、1915年に米国の航空技術の
研究開発を推進する目的で設立され
た国家航空諮問委員会（NACA）で
ある。航空、地球観測、宇宙科学、
有人活動、宇宙技術の5分野を戦略的
事業としている。

・ 省庁間の利害を調整
できるよう、大統領
直 属 の 独 立 組 織 と
なっている。

オークリッジ国
立研究所

FFRDC 研究予算：約14億
ド ル 職 員 数： 約
4600人（2009年）

エネルギー技術・戦略に関する最大
級の研究所であり、原子力の平和利
用のための研究などを実施。

・ エネルギー省管轄で
あり、テネシー大学
とBattelle Memorial 
Institute が運営。

（出典）以下の出典を基に筆者作成。
三菱総合研究所『公的研究機関とナショナルイノベーション』, 2003.3. pp.15-38.
国立国会図書館『科学技術政策の国際的な動向 資料編』, 2011.3. pp.2-6.
平澤冷『科学技術振興に関する基盤的調査 資金配分機構の国際的比較分析とその在り方』, 2004.6. pp.30-87.
永野博『諸外国の研究開発マネジメント等に関する特徴と変革』, 2010.9. p.7.
<http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afi eldfi le/2010/11/18/1297372_1.pdf>
[last accessed: 2011/12/9]
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る。予算の8割以上は連邦・州政府からの機関助成であり、その配分は同協会に任されている。
研究テーマ設定は傘下の各研究所の自律性および協会内部のボトムアップ・プロセスが重視さ
れ、連邦・州政府はほとんど関与しないなど、運営の自由度が高いのが特徴である。

一方、産業界との関係が強いのが、欧州最大級の応用研究機関のフラウンホーファー応用研
究促進協会である。同協会の年間研究費（2008年で約14億ユーロ）の内、3分の2は民間企業から
の委託契約や公的なプロジェクト研究により賄われている。運営面においては、重要事項（研

究開発政策、予算、研究所の改廃など）については政府・科学界・産業界の代表者約30名で構成
される評議会において決定されるが、傘下の各研究所レベルでは研究所長の裁量が大きい(8)。 

3　フランス

フランスの公的研究機関は、主に公施設法人と呼ばれる形態で設置されている。公施設法人
は、所管省庁の下で公的な研究助成を受けながら運営されるが、研究助成以外にも独自の運営
資金を持ち、雇用や評価を独自で実施するなど、一定の自律性も与えられている。公施設法人
として特に大規模なのが国立科学研究センター（CNRS：Centre National de la Recherché 

(8) 平澤冷『科学技術振興に関する基盤的調査 資金配分機構の国際的比較分析とその在り方』，2004.6, pp.123-124.

表２　ドイツにおける公的研究機関の代表例

機関名
組織形態・

法人格
機関規模

（予算・職員数）
研究内容・目的 運営の特徴

マックス・プラ
ンク学術振興
協会

社団法人、非営
利団体

総支出：約17億
ユーロ職員数：
16,867人（2010
年）

自然科学、生命科
学、社会科学、人
文科学に渡る基礎
研究の実施。

・ 連邦教育省所管の研究所の内、80機関を傘下
に収め、その運営・予算配分などを実施。

・ 管理委員会（会長及び4人の副会長、監事から
成る）、評議会、事務局が中心。

・ 政府からの機関助成が財源の約8割を占め、そ
の配分は協会に委ねられている。

・ 研究所の自律性及び協会内部のボトムアップ
のプロセスが重視され、協会本部と各研究機
関の総括責任者が研究機関間の予算配分を決
定する。

フラウンホー
ファー応用研究
促進協会

社団法人 年間研究予算：
1616,7百万ユー
ロ（2009年）職
員数（研究者・
技 術 者 数 ）：
17150人（2009
年12月現在）

応用を指向した基
礎研究から、応用
研究、開発及び技
術の実証と試験プ
ラントまでの研究
を、政府支援と産
業界との契約等に
より実施。

・ 執行委員会（会長及び3人の副会長から成る）
が、事務局の支援を受けて運営する。

・ 重要事項（政策や予算、研究所の新設・改廃
等）は、評議会（政界、科学界、産業界代表
等約30人から成る）が決定。

・ 各研究所は一定の業務範囲内でプロジェクト
資金の獲得と運営に責任を有する。

・ 年間予算は約14億ユーロ、うち3分の1が政府
からの助成金（2008年）。連邦政府と州政府の
出資比率は約4：1。

（出典）以下の出典を基に筆者作成。
三菱総合研究所『公的研究機関とナショナルイノベーション』, 2003.3. pp.39-58.
国立国会図書館『科学技術政策の国際的な動向 資料編』, 2011.3. pp.17-22.
平澤冷『科学技術振興に関する基盤的調査 資金配分機構の国際的比較分析とその在り方』, 2004.6. pp.111-158.
永野博『諸外国の研究開発マネジメント等に関する特徴と変革』, 2010.9. p.7.
<http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afi eldfi le/2010/11/18/1297372_1.pdf>
[last accessed: 2011/12/9]
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3　公的研究機関における役割と近年の動向

Scientifi que）である。同センターは約1100のリサーチ・ユニットを有し（2012年1月現在）(9)、その
多くを大学やグランゼコール内に設置するなど、分散型の機関運営が特徴となっている(10)。

Ⅳ　まとめ

公的研究機関は20世紀後半になって大幅な規模の拡大は終了したものの、公的研究機関の役
割としては、研究活動以外にも人材育成や研究開発のハブ・拠点化、研究開発基盤の管理、政
策課題への貢献など様々な事柄が依然として認識されている。

各国の公的研究機関は、科学技術の複雑化・高度化、グローバル化、基盤的な機関助成の減
少など外部環境の変化に直面しており、これらに対処するため、産業との連携強化、国際化、
人材の確保・育成や組織体制の改組・改善などに取り組んでいる。

公的研究機関の設置形態や国との関係は様々である。アメリカでは連邦政府直轄の研究機関
と非政府機関に運営が委託されたFFRDCの2重構造となっている。ドイツでは多数の研究機関
が、マックス・プランク学術振興協会を始めとした研究組織の傘下として存在し、研究組織全
体として高い自律性を持った運営がなされている。フランスでは公的研究機関の多くが公施設
法人と呼ばれる形態で存在しており、その中でも国立科学研究センターが突出して大規模であ
ること、同センターが国内の大学やグランゼコール内に設置した多数のリサーチ・ユニットに
よる分散型の機関運営を実施していることに特徴がある。

(9) CNRS “Key fi gures” <http://www.cnrs.fr/en/aboutCNRS/key-fi gures.htm> [last accessed: 2012/2/9]
(10) 平澤　前掲書，p.161.

表３　フランスにおける公的研究機関の代表例

機関名
組織形態・

法人格
機関規模

（予算・職員数）
研究内容・目的 運営の特徴

国立科学研究セ
ンター（CNRS）

科学技術的性
格公施設法人

予算：31億1600万ユー
ロ（2010年度）職員
数： 33,300人（2010
年） うち、常勤研究
者数：11,500人

高等教育・研究省の監督
下にある仏最大の基礎研
究実施機関であり、人文
社会科学を含む全科学技
術分野を対象とする。

・ 会長のもとに、科学担当局長と人事
・ 財務担当局長が補佐する体制。会長

は科学担当局長とともに、10の科学
研究所を所掌する。

・ 主要財源は、国の補助金（全予算の
約90％）と固有財源（全予算の約
10％）からなる。

パスツール研
究所

財団法人 予算：2億3,930万ユー
ロ（2008年度） 職員
数：1,909人

感染症の予防と対策のた
めの科学・医学研究、教
育、保健行政サービスを
実施。

・ 1887 年に国際募金によって創設さ
れた、民間の公益財団法人。

・ 収入の内訳は、政府拠出金、研究契
約、事業収入。

（出典）以下の出典を基に筆者作成。
三菱総合研究所『公的研究機関とナショナルイノベーション』, 2003.3. pp.59-77.
国立国会図書館『科学技術政策の国際的な動向 資料編』, 2011.3. pp.11-16.
平澤冷『科学技術振興に関する基盤的調査 資金配分機構の国際的比較分析とその在り方』, 2004.6. pp.159-192.
永野博『諸外国の研究開発マネジメント等に関する特徴と変革』, 2010.9. p.7. 
<http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afi eldfi le/2010/11/18/1297372_1.pdf> 
[last accessed:  2011/12/9]
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3　公的研究機関における役割と近年の動向
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・
 連

邦
政

府
研

究
所

の
う

ち
、

非
政

府
機

関
が

運
営

す
る

研
究

所
で

あ
る

。
・

 特
別

な
研

究
開

発
目

的
に

対
応

す
る

た
め

、
あ

る
い

は
大

学
に

大
き

な
研

究
設

備
を

整
備

す
る

た
め

の
研

究
機

関
で

あ
る

。
・

 新
設

さ
れ

た
セ

ン
タ

ー
の

他
、

既
存

の
国

立
研

究
所

が
運

営
体

制
を

変
更

し
て

設
立

さ
れ

た
セ

ン
タ

ー
も

あ
る

。
・

 政
策

研
究

や
技

術
評

価
を

行
う

機
関

も
一

部
あ

る
が

、
殆

ど
は

研
究

開
発

を
実

施
す

る
研

究
所

で
あ

る
。

【
ラ

イ
プ

ニ
ッ

ツ
協

会
】

・
 基

礎
科

学
研

究
の

マ
ッ

ク
ス

・
プ

ラ
ン

ク
研

究
所

と
応

用
技

術
開

発
の

フ
ラ

ウ
ン

ホ
ー

フ
ァ

ー
研

究
所

の
中

間
的

な
研

究
機

関
で

あ
り

、
大

学
の

パ
ー

ト
ナ

ー
と

も
な

る
。

・
 傘

下
の

機
関

は
多

様
で

あ
り

、
博

物
館

等
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

や
、

文
化

教
育

、
経

済
社

会
、

生
命

科
学

、
自

然
科

学
、

環
境

等
の

研
究

を
実

施
す

る
。

【
連

邦
政

府
研

究
所

】
・

 管
轄

省
庁

の
ミ

ッ
シ

ョ
ン

を
支

援
し

、
か

つ
将

来
的

に
重

要
と

な
り

得
る

先
見

的
な

研
究

を
行

う
役

割
及

び
、

新
し

い
科

学
の

発
展

や
、

技
術

的
リ

ス
ク

や
国

民
の

健
康

へ
の

脅
威

等
を

早
期

に
見

出
す

役
割

を
担

っ
て

い
る

。
・

 主
な

研
究

目
的

は
、

政
策

の
策

定
や

遂
行

に
必

要
な

知
識

・
情

報
の

獲
得

・
集

積
で

あ
り

、
委

託
研

究
や

技
術

移
転

の
た

め
の

特
定

の
民

間
企

業
と

の
協

力
は

殆
ど

行
わ

れ
な

い
。

・
研

究
公

施
設

は
次

の
3つ

に
分

け
ら

れ
る

。
　（

1）
 科

学
技

術
的

性
格

公
施

設
（

ét
ab

lis
se

m
en

t 
p
u
b
li
c 

à 
ca

ra
ct

èr
e 

sc
ie

n
ti

fi
q
u
e 

et
 

te
ch

no
lo
gi
qu

e ：
EP

ST
）

　（
2）

 産
業

商
業

的
性

格
公

施
設

（
ét

ab
lis

se
m

en
t 

pu
bl
ic 

à 
ca

ra
ct
èr

e 
in
du

st
rie

l e
t 
co

m
m
er

cia
l 

：
EP

IC
）

  （
3）

 行
政

的
性

格
公

施
設

（
ét
ab

lis
se

m
en

t 
pu

bl
ic
 à

 
ca

ra
ct
èr

ea
dm

in
ist

ra
tiv

e：
EP

A
）

・
 E
PS

T
 は

主
に

政
府

か
ら

資
金

を
配

給
さ

れ
る

。
EP

A
は

公
務

員
法

に
基

づ
く

が
、

EP
IC

 は
民

間
法

に
従

っ
て

い
る

。
し

た
が

っ
て

、
EP

IC
 は

、
政

府
か

ら
の

資
金

と
と

も
に

産
業

界
か

ら
の

資
金

を
受

け
る

こ
と

が
要

求
さ

れ
る

。
・

 研
究

公
施

設
は

複
数

の
省

か
ら

資
金

の
配

分
を

受
け

る
こ

と
も

で
き

、
契

約
で

大
学

へ
の

委
託

研
究

を
行

わ
せ

る
こ

と
も

で
き

る
。

機 関 マ ネ ジ メ ン ト

目 標 ・ 計 画 の 設 定 方 法

・
 広

く
情

報
を

集
約

か
つ

分
析

し
て

政
策

を
立

案
し

、
立

案
し

た
政

策
を

ト
ッ

プ
ダ

ウ
ン

で
迅

速
か

つ
大

胆
に

展
開

す
る

制
度

設
計

と
な

っ
て

い
る

。
・

 政
策

形
成

に
お

い
て

多
様

な
ア

イ
デ

ィ
ア

・
情

報
を

集
約

か
つ

分
析

し
政

策
展

開
に

お
い

て
高

度
の

ス
ピ

ー
ド

と
ス

ケ
ー

ル
が

発
揮

さ
れ

る
。

・
 科

学
技

術
政

策
は

、
大

統
領

科
学

技
術

顧
問

委
員

会
（

PC
A
ST

）
が

集
約

し
た

民
間

企
業

・
学

界
等

か
ら

の
情

報
・

要
望

と
、

国
家

科
学

技
術

会
議

（
N
ST

C）
が

集
約

し
た

各
省

庁
・

付
置

研
究

機
関

・
大

学
等

か
ら

の
情

報
や

政
策

提
言

を
、

大
統

領
府

内
の

科
学

技
術

政
策

局
（

O
ST

P）
が

総
合

調
整

す
る

こ
と

で
形

成
す

る
。

・
 他

国
に

比
べ

、
競

争
的

資
金

を
提

供
し

て
研

究
を

推
進

す
る

ウ
エ

イ
ト

が
高

い
。

・
 競

争
的

資
金

は
、

以
下

の
2つ

に
大

別
さ

れ
る

。
　

　
①

 研
究

者
の

全
く

自
由

な
発

想
・

提
案

・
計

画
に

基
づ

い
て

な
さ

れ
る

ボ
ト

ム
ア

ッ
プ

型
　

　
②

 研
究

フ
ィ

ー
ル

ド
に

指
示

を
与

え
る

ト
ッ

プ
ダ

ウ
ン

型
（

分
野

指
定

型
／

政
策

課
題

対
応

型
）

【
ヘ

ル
ム

ホ
ル

ツ
研

究
セ

ン
タ

ー
】

・
 連

邦
政

府
と

州
政

府
の

合
同

委
員

会
は

、
研

究
分

野
、

長
期

予
算

枠
、

業
績

評
価

の
頻

度
、

目
標

の
大

枠
の

設
定

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
評

価
の

基
準

の
み

を
設

定
す

る
。

【
マ

ッ
ク

ス
・

プ
ラ

ン
ク

協
会

】
・

 機
関

助
成

が
財

源
の

約
8割

を
占

め
、

研
究

の
自

由
度

が
非

常
に

高
い

。
国

は
研

究
テ

ー
マ

に
関

与
し

な
い

。
・

 協
会

内
外

の
評

価
シ

ス
テ

ム
に

よ
り

、
質

及
び

将
来

性
に

お
い

て
高

い
水

準
を

維
持

し
て

い
る

。
【

フ
ラ

ウ
ン

ホ
ー

フ
ァ

ー
協

会
】

・
 重

要
事

項
（

政
策

や
予

算
、

研
究

所
の

新
設

・
改

廃
等

）
は

、
評

議
会

（
政

界
、

科
学

界
、

産
業

界
代

表
等

約
30

人
か

ら
成

る
）

が
決

定
す

る
。

【
連

邦
政

府
研

究
所

】
・

 連
邦

政
府

の
各

省
に

直
属

し
、

政
策

の
策

定
や

遂
行

に
必

要
な

知
識

・
情

報
の

獲
得

・
集

積
を

行
う

。
そ

の
た

め
、

目
標

・
計

画
等

は
管

轄
省

庁
の

そ
れ

に
準

ず
る

。

・
 公

共
研

究
施

設
は

そ
れ

ぞ
れ

が
意

思
決

定
を

行
い

、
政

府
の

政
策

と
研

究
公

施
設

や
大

学
で

の
活

動
方

針
の

整
合

性
が

、
契

約
で

調
整

さ
れ

る
。

【
科

学
技

術
的

性
格

公
施

設
】

・
 研

究
省

の
管

轄
下

で
あ

り
、

研
究

省
の

研
究

方
針

に
従

っ
て

、
優

先
領

域
の

研
究

を
行

う
こ

と
が

契
約

を
通

し
て

要
求

さ
れ

る
。

・
 数

年
間

の
研

究
活

動
予

定
、

研
究

の
方

向
、

目
的

、
雇

用
予

定
な

ど
を

研
究

省
に

示
し

て
、

契
約

を
結

ぶ
。

・
 し

か
し

上
記

の
契

約
は

研
究

の
明

確
な

方
向

付
け

を
決

め
る

の
み

で
あ

り
、

具
体

的
な

研
究

実
施

方
針

や
方

法
は

研
究

機
関

が
施

行
す

る
。

【
産

業
商

業
的

性
格

公
施

設
】

・
 政

府
と

3～
4年

の
数

値
目

標
と

、
基

本
的

な
方

向
性

な
ど

に
つ

い
て

政
府

と
契

約
を

行
う

。
・

 民
法

に
基

づ
い

て
お

り
、

産
業

界
か

ら
も

資
金

を
受

け
る

事
が

要
求

さ
れ

る
こ

と
か

ら
、

EP
ST

や
EP

A
と

比
べ

て
国

か
ら

の
事

前
統

制
が

少
な

い
。
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第Ⅲ部　研究活動を担う基盤としての大学・公的研究機関

122　調査報告書「国による研究開発の推進」

ア
メ

リ
カ

ド
イ

ツ
フ

ラ
ン

ス
機 関 マ ネ ジ メ ン ト

目 標 ・ 計 画 の 設 定 方 法

・
 連

邦
政

府
の

施
策

執
行

機
関

は
、

組
織

の
ミ

ッ
シ

ョ
ン

を
掲

げ
、

中
期

戦
略

計
画

及
び

年
次

業
績

計
画

を
策

定
し

、
そ

の
達

成
状

況
を

年
次

業
績

報
告

書
に

よ
っ

て
議

会
に

報
告

し
な

く
て

は
な

ら
な

い
。

・
 連

邦
政

府
研

究
所

で
あ

る
国

立
標

準
技

術
研

究
所

と
国

立
衛

生
研

究
所

は
ア

ウ
ト

カ
ム

評
価

を
実

施
し

、
政

府
業

績
・

成
果

法
（

GP
RA

）
に

対
応

し
て

い
る

。

【
行

政
的

性
格

公
施

設
】

・
 政

府
と

3～
4年

の
数

値
目

標
と

、
基

本
的

な
方

向
性

な
ど

に
つ

い
て

政
府

と
契

約
を

行
う

。

機 関 運 営 の 主 体 ・ 権 限

【
連

邦
政

府
研

究
所

（
国

立
研

究
所

）】
・

 連
邦

政
府

機
関

で
あ

る
た

め
、

直
接

、
国

の
監

督
を

受
け

る
。

【
連

邦
出

資
研

究
開

発
セ

ン
タ

ー
】

・
 省

庁
か

ら
配

分
さ

れ
た

予
算

を
元

に
非

政
府

組
織
（

企
業

、
大

学
、

N
PO

の
い

ず
れ

か
）

に
よ

っ
て

運
営

さ
れ

、
所

管
省

庁
に

よ
っ

て
監

督
さ

れ
る

。
例

と
し

て
、

以
下

の
よ

う
な

運
営

体
制

が
挙

げ
ら

れ
る

。
-  ロ

ー
レ

ン
ス

・
バ

ー
ク

レ
ー

国
立

研
究

所
エ

ネ
ル

ギ
ー

省
管

轄
。

カ
リ

フ
ォ

ル
ニ

ア
大

学
が

運
営

。
- オ

ー
ク

リ
ッ

ジ
国

立
研

究
所

エ
ネ

ル
ギ

ー
省

管
轄

。
テ

ネ
シ

ー
大

学
と

Ba
tt
el
le
 M

em
or

ia
l 

In
st
itu

te
 が

運
営

。
- ジ

ェ
ッ

ト
推

進
力

研
究

所
航

空
宇

宙
局

管
轄

。
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

工
科

大
学

が
運

営
。

・
 国

と
の

契
約

に
基

づ
き

、
研

究
所

に
設

置
さ

れ
た

主
務

官
庁

の
サ

イ
ト

オ
フ

ィ
ス

が
監

督
・

評
価

を
実

施
す

る
。

・
 国

防
総

省
と

エ
ネ

ル
ギ

ー
省

の
2省

が
、

大
部

分
の

FF
RD

Cの
監

督
省

庁
と

し
て

機
能

し
て

い
る

（
国

防
総

省
は

10
機

関
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
省

は
16

機
関

）。
・

 一
般

に
民

間
企

業
と

同
等

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
ボ

ー
ド

に
よ

り
、

該
当

す
る

州
法

に
基

づ
い

て
管

理
さ

れ
て

い
る

が
、

同
時

に
連

邦
政

府
と

の
契

約
や

こ
れ

に
関

連
す

る
連

邦
政

府
調

達
規

則
も

適
用

さ
れ

る
こ

と
と

な
り

、
一

般
的

な
連

邦
政

府
と

民
間

企
業

と
の

間
の

契
約

に
基

づ
く

業
務

遂
行

の
ケ

ー
ス

と
比

べ
れ

ば
、

よ
り

高
い

レ
ベ

ル
で

の
管

理
・

統
制

が
求

め
ら

れ
る

。

【
ヘ

ル
ム

ホ
ル

ツ
研

究
セ

ン
タ

ー
】

・
 上

部
協

会
（

H
GF

）
が

、
評

価
に

基
づ

き
プ

ロ
グ

ラ
ム

指
向

型
予

算
配

分
を

実
施

す
る

。
・

 経
営

者
は

理
事

長
及

び
理

事
3人

。
【

マ
ッ

ク
ス

・
プ

ラ
ン

ク
協

会
】

・
 管

理
委

員
会

（
会

長
及

び
4人

の
副

会
長

、
監

事
か

ら
成

る
）、

評
議

会
、

事
務

局
が

中
心

。
・

 研
究

所
の

自
律

性
及

び
協

会
内

部
の

ボ
ト

ム
ア

ッ
プ

の
プ

ロ
セ

ス
が

重
視

さ
れ

る
。

【
フ

ラ
ウ

ン
ホ

ー
フ

ァ
ー

協
会

】
・

 執
行

委
員

会
（

会
長

及
び

3人
の

副
会

長
か

ら
成

る
）

が
、

事
務

局
の

支
援

を
受

け
て

運
営

す
る

。
・

 重
要

事
項

（
政

策
や

予
算

、
研

究
所

の
新

設
・

改
廃

等
）

は
、

評
議

会
（

政
界

、
科

学
界

、
産

業
界

代
表

等
約

30
人

か
ら

成
る

）
が

決
定

。
・

 各
研

究
所

は
一

定
の

業
務

範
囲

内
で

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
金

の
獲

得
と

運
営

に
責

任
を

有
す

る
。

【
ラ

イ
プ

ニ
ッ

ツ
協

会
】

・
 協

会
は

傘
下

の
機

関
に

対
す

る
①

ク
オ

リ
テ

ィ
ー

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

、
②

政
治

に
お

け
る

利
益

代
表

、
③

需
要

指
向

型
研

究
の

維
持

、
の

3点
を

課
せ

ら
れ

て
い

る
。

・
 経

営
者

は
会

長
及

び
副

会
長

3人
。

【
連

邦
政

府
研

究
所

】
・

 省
庁

の
傘

下
に

あ
る

が
研

究
面

で
は

独
立

し
て

お
り

、
研

究
機

関
が

研
究

開
発

成
果

を
発

表
す

る
際

に
省

庁
は

影
響

力
を

持
た

な
い

。

【
公

施
設

】
・

 研
究

機
関

は
、

そ
れ

ぞ
れ

所
轄

化
に

置
か

れ
て

い
る

省
の

監
視

の
下

、
財

政
上

と
運

営
上

の
自

立
性

を
持

ち
、

公
的

助
成

金
を

受
け

ら
れ

る
が

、
独

自
の

資
金

も
持

ち
合

わ
せ

、
雇

用
も

各
機

関
で

取
り

扱
う

。
た

だ
し

、
組

織
の

長
は

政
府

が
任

命
す

る
（

任
期

3～
5年

）。
・

 EP
ST

、
EP

A
の

組
織

の
長

の
給

料
は

予
算

省
・

主
務

省
に

よ
っ

て
決

め
ら

れ
、

職
員

の
給

料
は

国
家

公
務

員
の

水
準

に
準

ず
る

。
・

 財
源

の
多

く
は

政
府

か
ら

来
て

お
り

、
政

府
と

契
約

を
通

し
て

基
本

的
な

活
動

方
針

が
決

め
ら

れ
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

具
体

的
な

研
究

実
施

方
針

や
方

法
は

研
究

機
関

が
施

行
す

る
。

・
 予

算
は

契
約

に
よ

っ
て

決
め

ら
れ

、
総

額
が

決
ま

っ
た

後
の

資
金

の
使

途
は

研
究

機
関

の
裁

量
に

任
さ

れ
る

。
・

 会
計

検
査

院
は

会
計

の
み

で
な

く
、

契
約

で
決

め
ら

れ
た

達
成

目
標

の
検

査
を

行
う

。
・

 研
究

機
関

は
、

4～
5年

に
一

度
の

頻
度

で
第

三
者

機
関

が
評

価
を

行
う

。
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3　公的研究機関における役割と近年の動向

ア
メ

リ
カ

ド
イ

ツ
フ

ラ
ン

ス
機 関 マ ネ ジ メ ン ト

予 算 配 分 ・ 財 政

・
 公

的
研

究
機

関
に

お
け

る
総

収
入

額
は

57
9億

ド
ル

で
あ

る
。

そ
の

83
.4%

が
連

邦
政

府
か

ら
の

資
金

で
あ

り
、

連
邦

政
府

へ
の

依
存

度
は

高
い

。
・

 連
邦

政
府

の
研

究
開

発
費

予
算

の
約

半
分

が
国

防
研

究
開

発
分

野
に

投
入

さ
れ

て
お

り
、

つ
い

で
保

健
衛

生
、

宇
宙

開
発

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

分
野

と
な

っ
て

い
る

。
・

 連
邦

政
府

の
研

究
開

発
資

金
は

、
資

金
配

分
機

関
か

ら
競

争
的

資
金

と
し

て
研

究
実

施
者

に
配

分
さ

れ
て

お
り

、
配

分
先

の
決

定
に

は
通

常
ピ

ア
レ

ビ
ュ

ー
方

式
が

採
用

さ
れ

て
い

る
。

・
 他

国
に

比
べ

、
競

争
的

資
金

を
提

供
し

て
研

究
を

推
進

す
る

割
合

が
高

い
。

・
 資

金
配

分
機

関
は

、
省

と
同

格
の

国
立

科
学

財
団

（
N
SF

）
を

除
け

ば
、

省
内

の
一

部
の

部
局

、
も

し
く

は
Re

se
ar

ch
 A

ge
nc

yと
呼

ば
れ

る
外

局
が

担
当

す
る

。
【

連
邦

出
資

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

】
・

連
邦

政
府

に
よ

っ
て

投
資

お
よ

び
支

援
さ

れ
る

研
究

開
発

組
織

。
・

 基
礎

研
究

、
応

用
研

究
、

研
究

施
設

に
関

し
て

は
エ

ネ
ル

ギ
ー

省
（

D
O
E）

か
ら

の
、

開
発

に
関

し
て

は
航

空
宇

宙
局

（
N
A
SA

）
か

ら
の

出
資

割
合

が
非

常
に

高
い

。
・

 連
邦

出
資

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

に
対

す
る

研
究

開
発

費
は

、
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

州
と

ニ
ュ

ー
メ

キ
シ

コ
州

に
集

中
し

て
配

分
さ

れ
て

い
る

。

・
 公

的
研

究
機

関
に

お
け

る
総

収
入

額
は

93
億

46
00

万
ユ

ー
ロ

で
あ

る
。

そ
の

84
.0%

が
連

邦
政

府
か

ら
の

資
金

で
あ

り
、

連
邦

政
府

へ
の

依
存

度
は

高
い

。
【

ヘ
ル

ム
ホ

ル
ツ

研
究

セ
ン

タ
ー

】
・

年
間

予
算

は
約

28
億

ユ
ー

ロ
、

う
ち

3分
の

2が
政

府
か

ら
の

助
成

金
（

20
08

年
）。

・
連

邦
政

府
と

州
政

府
の

出
資

比
率

は
約

9：
1。

・
 上

部
協

会
（

H
GF

）
が

、
評

価
に

基
づ

い
た

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

向
型

予
算

配
分

を
全

分
野

に
お

い
て

実
施

す
る

。
【

マ
ッ

ク
ス

・
プ

ラ
ン

ク
協

会
】

・
年

間
予

算
は

約
17

億
ユ

ー
ロ

、
う

ち
政

府
か

ら
の

助
成

金
は

14
億

（
20

08
年

）。
・

連
邦

政
府

と
州

政
府

の
出

資
額

は
ほ

ぼ
等

し
い

。
・

 政
府

か
ら

の
助

成
は

総
額

だ
け

が
決

定
さ

れ
て

お
り

、
そ

の
配

分
は

協
会

に
委

ね
ら

れ
て

い
る

。
協

会
本

部
と

各
研

究
機

関
の

総
括

責
任

者
が

研
究

機
関

間
の

予
算

配
分

を
決

定
す

る
。

【
フ

ラ
ウ

ン
ホ

ー
フ

ァ
ー

協
会

】
・

年
間

予
算

は
約

14
億

ユ
ー

ロ
、

う
ち

3分
の

1が
政

府
か

ら
の

助
成

金
（

20
08

年
）。

・
連

邦
政

府
と

州
政

府
の

出
資

比
率

は
約

4：
1。

【
ラ

イ
プ

ニ
ッ

ツ
協

会
】

・
 年

間
予

算
は

約
11

億
ユ

ー
ロ

（
20

09
年

）、
う

ち
政

府
か

ら
の

機
関

助
成

は
8.1

億
ユ

ー
ロ

。
・

連
邦

政
府

と
州

政
府

の
出

資
額

は
ほ

ぼ
等

し
い

。
・

 助
成

金
の

配
分

は
、

協
会

で
は

な
く

、
連

邦
政

府
と

州
政

府
の

代
表

で
構

成
さ

れ
る

連
邦

・
州

委
員

会
（

BL
K
）

が
行

う
。

【
連

邦
政

府
研

究
所

】
・

 大
学

以
外

の
公

的
研

究
機

関
に

は
、

連
邦

政
府

と
州

政
府

が
共

同
で

機
関

助
成

を
行

う
。

・
 政

府
が

予
算

法
を

議
会

に
提

出
す

る
際

に
、

研
究

・
新

技
術

担
当

大
臣

が
、

自
身

が
所

轄
の

研
究

関
連

機
関

な
ど

の
費

目
の

ほ
か

、
他

の
省

・
大

臣
が

担
当

す
る

研
究

関
連

機
関

な
ど

の
費

目
も

含
め

て
調

整
を

行
っ

た
民

生
開

発
研

究
予

算
を

提
出

し
、

議
会

で
弁

論
し

、
議

会
で

の
成

立
後

に
履

行
す

る
。

・
 予

算
は

契
約

に
よ

っ
て

決
め

ら
れ

、
総

額
が

決
ま

っ
た

後
の

資
金

の
使

途
は

研
究

機
関

の
裁

量
に

任
さ

れ
る

。
・

 20
05

年
の

民
生

研
究

開
発

予
算

（
計

上
支

出
（

設
備

・
人

件
費

な
ど

）
＋

支
払

予
算

）
の

全
体

合
計

は
約

93
億

ユ
ー

ロ
で

あ
っ

た
。

【
科

学
技

術
的

性
格

公
施

設
】

・
 主

と
し

て
民

生
研

究
開

発
予

算
よ

り
支

出
さ

れ
る

・
 20

05
年

の
民

生
研

究
開

発
予

算
は

38
億

ユ
ー

ロ
で

あ
り

、
フ

ラ
ン

ス
最

大
の

公
的

研
究

機
関

で
あ

る
CN

RS
が

、
そ

の
23

億
ユ

ー
ロ

を
占

め
て

い
た

。
・

 ま
た

上
記

と
は

別
に

科
学

補
助

金
FN

Sを
研

究
省

か
ら

受
け

取
る

・
外

部
か

ら
の

研
究

開
発

資
金

導
入

割
合

は
8%

 （
20

01
）

【
産

業
商

業
的

性
格

公
施

設
】

・
 研

究
費

の
一

部
は

民
間

企
業

、
国

防
省

等
か

ら
も

支
出

さ
れ

る
・

 20
05

年
の

民
生

研
究

開
発

予
算

は
21

億
ユ

ー
ロ

で
あ

り
、

第
二

の
規

模
で

あ
る

CE
A
が

内
12

億
ユ

ー
ロ

を
占

め
て

い
た

。
・

 上
記

と
は

別
に

、
科

学
技

術
補

助
金

Ｆ
Ｒ

Ｔ
を

研
究

所
か

ら
受

け
取

る
・

 外
部

か
ら

の
研

究
開

発
資

金
導

入
割

合
は

21
.6
%
 

（
20

01
）
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第Ⅲ部　研究活動を担う基盤としての大学・公的研究機関
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ア
メ

リ
カ

ド
イ

ツ
フ

ラ
ン

ス
機 関 マ ネ ジ メ ン ト

予 算 配 分 ・ 財 政

【
非

営
利

機
関

】
・

 機
関

内
で

実
施

さ
れ

る
研

究
開

発
及

び
外

部
へ

の
委

託
研

究
開

発
の

財
源

は
、
3 
つ

の
負

担
元

に
分

類
さ

れ
る

。
自

己
負

担
 （

13
 億

フ
ラ

ン
）、

民
生

研
究

開
発

予
算

及
び

行
政

機
関

と
の

提
携

に
よ

る
資

金
 （

6 
億

フ
ラ

ン
）、

国
内

又
は

外
国

の
企

業
と

の
提

携
に

よ
る

資
金

 （
8 

億
フ

ラ
ン

）
の

3 
つ

で
あ

る
。（

19
98

）

（
出

典
）

以
下

の
出

典
を

基
に

筆
者

作
成

。
三

菱
総

合
研

究
所

『
公

的
研

究
機

関
と

ナ
シ

ョ
ナ

ル
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

』
, 2

00
3.3

. p
p.
15

-7
7.

国
立

国
会

図
書

館
『

科
学

技
術

政
策

の
国

際
的

な
動

向
 資

料
編

』
, 2

01
1.3

. p
p.
2-
54

.
平

澤
冷

『
科

学
技

術
振

興
に

関
す

る
基

盤
的

調
査

 資
金

配
分

機
構

の
国

際
的

比
較

分
析

と
そ

の
在

り
方

』
, 2

00
4.6

. p
p.
30

-1
92

.
永

野
博

『
諸

外
国

の
研

究
開

発
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
等

に
関

す
る

特
徴

と
変

革
』

, 2
01

0.9
. p

.7.
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